
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 地震リスク評価フローチャート 
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図-2 定式化の一例 (固有周期 0.6秒) 
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図-3新しい定式化の一例 

(固有周期 0.6 秒) 

構造物の最大応答速度が車両の通行リスクに与える影響に関する検討 
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1.序論 

1995年の兵庫県南部地震以降、わが国の地震観測網の充実は目を

見張るものがあり、その結果、数多くの地震動が観測され一般に公

開されている．著者ら
)1
は、この公開された実地震動データを用い

て、桁衝突により伸縮装置が損傷した場合の車両の通行リスクに関

する検討を行ってきた．本論文では、地震動の最大速度（以下、地

表面最大速度と記す）と構造物の最大応答速度の定式化を見直し、

構造物の最大応答速度が車両の通行リスクに与える影響について検

討を行った． 

2.車両通行リスクの算定手法 

図-1に，本研究における、地震リスク評価フローチャートを示す．

本研究の最大の特徴は、地表面最大速度と構造物の最大応答速度の

定式化と桁衝突速度と伸縮装置の損傷の関係を導き出すところにあ

る．なお、本研究では、便宜的に橋梁をモデル化した１自由度モデ

ルにおける最大応答速度は桁衝突速度に等しいものとして扱うこと

とした． 

3.地表面最大速度と 1自由度モデルの最大応答速度関係の定式化 

文献
)1
では、図-2（固有周期 0.6秒、Ⅱ種地盤の場合）に示すよう

に、地表面最大速度と１自由度モデルの最大応答速度（以下、最大

応答速度と記す）の関係を導く際に、最小二乗法を用いることとし

た（実線）．しかし、この手法では、ある地表面最大速度において求

められる最大応答速度よりも大きな応答速度を示す場合があるとい

う問題点がある．その問題を解決するために、原点を通りすべての

点を包絡する直線（破線）で定式化しようとすると、今度は、傾き

が大きすぎるため、地表面最大速度が 80(cm/s)では、図-2 の場合、

340(cm/s)といった非常に大きな応答速度が得られてしまうという

問題点がある．そこで、今回は、地表面最大速度と最大応答速度の

定式化において以下の２つのルールを用いることにした． 

 

（ルール１）すべての点を包絡するような２直線で定式化する． 

（ルール２）地表面最大速度の大きさには関係なく、得られた最

大応答速度の最大値の 110％の値を最大応答速度の上限値とする． 

 

上記のルールに従い、図-2の結果に対する定式化は図-3のように

なり、具体的には式(1)のようになった． 

 

 

 地震ハザード評価   地表面最大速度と最大

応答速度関係の定式化
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図-4最大通行可能速度と非超過確率の関係 

（福岡市・桁間衝突・今後 30年間平均ケース）
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ここで、V : 地表面最大速度、 RV  : 最大応答速度である． 
4.車両通行リスク 

図-3および式(1)に示した定式化手法により、改めて車両通行リ

スクについて検討を行った．なお、最大応答速度と伸縮装置の損

傷程度の関係は文献
)1
の結果と同じである．対象地点としては、

福岡市と静岡市を選定した．それぞれの地点における今後 30年間

平均ケースによる車両の最大通行可能速度と非超過確率の関係を

図-4 および図-5 に示す．図には文献 )1
の結果もあわせて示した．

また、表-1 には、車両が通行できなくなる確率と、80(km/h)制限

の規制のかかる確率について記した．これらの図表からわかるよ

うに、新しく提案した定式化では、福岡市・静岡市ともに、車両

通行不可能になることはないことがわかった．また、文献
)1
の結

果同様、80(km/h)以下に速度が制限される確率が、桁間衝突に比

べ、桁-橋台衝突の方が高くなったことがわかる． 

5結論 

 今回は、地表面最大速度と１自由度系の最大応答速度の定式化

に関する見直しを行い、それに伴う車両通行リスクについて再考

察を実施した．その結果、下記のような知見を得ることができた． 

発生しうる応答速度が通行リスクに与える影響は大きいため、

発生しうる応答速度の最大値をどのようにして設定するかが大き

な課題である． 
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（文献
)1
の結果）

（新しい定式化の結果） 

（文献
)1
の結果） 

（新しい定式化の結果） 

 

対象地点 衝突ケース 軽自動車 乗用車 大型トラック

桁間衝突 0% 0% 0% 
福岡市 

桁 -橋台衝 0% 0% 0% 

桁間衝突 0% 0% 0% 
静岡市 

桁 -橋台衝 0% 0% 0% 

 

対象地点 衝突ケース 軽自動車 乗用車 大型トラック

桁間衝突 0% 0% 0% 
福岡市 

桁 -橋台衝 37.5% 23.4% 14.9% 

桁間衝突 90.9% 0% 0% 
静岡市 

桁 -橋台衝 96.4% 95.6% 94% 

(1)車両通行不可能 

(2)80(km/h)以下速度制限 

・・・（１） 
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表-1車両の通行性低下確率 

図-5最大通行可能速度と非超過確率の関係 

（静岡市・桁間衝突・今後 30年間平均ケース）
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